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１．目的 
生下時から高度の聴覚障害のある児では，学童期の社会的コミュニケーションの基礎となる因果性の
理解に遅滞を生じ（Nass, 1964），さらに他者理解において年齢相応の段階に到達しえない事例につい
て，国内外で報告されている（Terwogt, Rieffe, 2004; 藤野, 福島, 2011; Peterson, Siegal, 
1997）。他者の意図理解は、他者の先行する行動や事象に対して、後続する行動や事象を論理的・組織
的に関係付けて（因果推論）、さらに、種々の社会的知識を適用して、意図として成立の可能性の低い
論理を制約する（社会的知識による制約）、といった高次の情報処理が求められている。しかし、聴覚
障害児の言語指導では、これら 2領域について、発達系列で検討する視点の指摘は乏しく、その解決に
向けた関係領域の科学的な解明について社会的要請が高いといえる。 
本研究では、聴覚障害児学童前中期について、適切な「知識領域」と「論理水準」を獲得し、因果推論
の基盤となる思考過程を形成し（研究 1,2）、対人交流場面においては、先行事象と行為意図とを因果的
に関連づけ、他児の行為を理解する因果推論能力の獲得（研究 3,4）と課題について解明する。さらに、
学童中後期については、社会的知識を適用して、他者の行為を理解する能力（研究 5）、および、因果推
論の認知発達の基盤として、行為理解の発達に関連する要因（研究 6）について明らかにし、聴覚障害児
の他者の意図説明に関する言語指導の系列性について提言することを目的とした。 
 
２．対象と方法 
聴覚障害児（以下、HH児）学童期前中期 21名および同年典型発達児（以下、TD児）51名と幼児 4～6
歳児 60名に対して、物理的事象に関する因果説明課題（研究 1）を行い、回答は正答基準をみたしたも
のを正答とし正答率を算出するとともに、意味的分析として、「知識領域」と「論理水準」の二側面から
分析した。さらに「論理水準」について論理的妥当性の正誤判断課題（研究 2）を実施し正答率を算出し、
2つの研究結果より因果推論の基礎的能力を解明した。他児の行為意図説明の能力については、他児の情
動反応（研究 3）と他児の行為意図（研究 4）の説明課題を行い、意味的妥当性の条件をみたした回答を
正答とし正答率を算出するとともに意味的分析を行い、因果推論の基礎的能力要因の関与を解析した。
さらに、高次な社会的知識による他者の意図理解能力については、HH児中後期 45名および TD児 291名
を対象に、他児の行為意図の説明課題と行為場面の社会的意味理解課題を実施し、回答は、意味的分析と
社会的知識を適用した説明を正答とし正答率を算出し（研究 5）、関連要因（共感性、社会的視点取得、
言語発達、個人属性）の関与について横断的に検討した（研究 6）。 
統計学的検討は、正答率に対し一元配置分散分析を用い、HH学童と TD学童の比較は，二元配置分散分
析を用いた。分類結果に対しては、χ2検定と残差分析を行った。要因分析では、Spearmanの順位相関係
数を用い、統計的に検討した（有意水準 5％、1％、有意傾向 10％）。 
３．結果 
1)HH児前中期における因果推論の基礎的能力は、課題内容に即した「知識領域」は既に理解しており、
「論理水準」は、概ね前科学的論理水準の段階にあることが示された。一方で、誤答分析では、説明の
意味的整合に課題を示し（研究１）、論理的に非妥当な前因果的論理水準を否認する段階には至ってお
らず、同課題に対し言語発達の要因の関与を認めた（研究 2）。 
2)HH児前中期における他者の意図説明の発達が遅滞し、因果推論の基礎的能力の要因（研究 1、2）と
の有意な相関を認めなかった。また、他児の行為に対し、受け手の反応が典型場面と矛盾した際に意図
説明に課題を示した。因果推論の基礎的能力の要因は、典型課題での意図説明と有意な相関を認め、矛
盾課題では関与が乏しかった。矛盾課題の行為意図説明について、典型発達児では、先行する多様な事
象に因果性を求めたが、HH児では受け手の性格など内的帰属による説明に留まった。（研究 4）。 
3)HH児中後期における他児の行為意図の説明は、社会的知識を適用について遅滞を示し、社会的規制に
比べて、羞恥心や平等心などの対人的配慮の領域に課題を認めた。社会的知識が適用できない児では、
行為内容のみに関連づけた行為意図説明に留まった。 
4)HH児中後期における、社会的知識を適用した他児の行為意図説明、および社会的意味の理解能力の発
達に対し、社会的視点取得（研究 6-2）と言語能力（研究 6-3）の要因が関与しており、基礎的な共感
反応（研究 6-1）は、前者にのみ関与していた。対象児の聴力程度の要因の関与は認められなかった。 
 
４．考察 
本研究では、学童期の高度聴覚障害児における、因果推論を基盤とした他児の行為意図の説明能力の発
達について、因果推論の基礎的能力の形成と関連付けて発達の系列性について提言した。 
学童前中期の聴覚障害児では、物理的事象の因果推論に関して、既に「知識領域」の形成を認め、「論
理水準」能力では前科学的因果推論の否定に関わるメタ認知段階の形成に課題を認めた。対人交流場面
においては、通常と矛盾する状況での他者の行為意図の説明能力に遅滞を示し、先行する行為との因果
性より受け手の特性等に原因を帰属する説明に特徴を示した。他者の行為意図理解は因果推論の基礎的
能力の形成の延長線上に順次学習が進むのではなく、新たな発達的要素を必要とする段階と考察した。 
学童中後期の高度聴覚障害児では、社会的知識を背景とした他児の行為意図説明、とくに、社会的規
制と比べ対人的配慮に関わる知識の適用に課題を認めた。他児の行為意図については、社会的知識を活
用し、行為の文脈や関係の要件などを総合的に構成した理解の仕方について、配慮を要することが示さ
れた。また、他児の行為意図説明の発達に関しては、社会的視点取得や言語能力など認知発達が背景にあ
ると考察した。 
高度聴覚障害児における他児の行為意図説明の発達に関しては、以上の発達系列と課題を配慮し、社
会的視点取得や言語能力など認知発達との関連性を配慮した系統的指導を行うことの重要性が提言でき、
療育・教育における指導の論理策定に有用な結論に至った。 
